
［引受保険会社］

フコクしんらい生命保険株式会社 お客さまサービス室 TEL:0120-700-651(通話料無料)
受付時間 9：00～18：00(土､日､祝日､年末年始など当社休業日を除きます)

●本商品は､フコクしんらい生命を引受保険会社とする生命保険であり､預金とは異なります｡したがって､預金保険制度の対象
外となります｡(保険契約者保護制度の対象となります｡)

●本商品にご加入いただくか否かが､募集代理店(信用金庫)とお客さまとの他の取引に影響を与えることはありません｡

●借入金を保険料に充当した場合､解約返戻金額などが借入元利金合計金額を下回り､借入金の返済が困難となる可能性があり
ます｡したがって､借入金を保険料に充当してこの商品をお申し込みいただくことはできません｡

●保険業法上の規定により､お客さまのお勤め先によっては､募集代理店(信用金庫)で生命保険をお申し込みいただけない場合
があります｡

●募集代理店(信用金庫)の保険募集指針および相談窓口については募集代理店(信用金庫)にご確認ください｡

●生命保険会社の業務または財産の状況の変化により､給付金額､積立金額､解約返戻金額および将来の年金額などが削減される
ことがあります｡

●フコクしんらい生命は生命保険契約者保護機構の会員です｡生命保険契約者保護機構につきましては､『契約締結前交付書面
(ご契約の概要･注意喚起情報)』『ご契約のしおり･約款』をご確認ください｡

●生命保険募集人(信用金庫の担当者)は､お客さまとフコクしんらい生命との保険契約締結の媒介を行う者で､保険契約締結の
代理権はありません｡したがって､保険契約はお客さまからのお申込みに対してフコクしんらい生命が承諾したときに有効に
成立します｡

ご確認ください

〒160-6132 東京都新宿区西新宿8-17-1
TEL 03-6731-2100(代表)
ホームページ https://www.fukokushinrai.co.jp

［募集代理店］

2023年4月版

積立型

SK2304-B14-CR
募AFS1422012(23.1)

担当者(募集代理店である信用金庫の生命保険募集人)の権限などに関する照会先

●その他にもご注意いただきたい事項がございますので､本商品のご検討･お申込みに際しては､必ず重要事項を説明した書面で
ある『契約締結前交付書面(ご契約の概要･注意喚起情報)』をご確認ください｡

(通話料無料)(土､日､祝日､年末年始など当社休業日を除きます)

ご契約後のご照会･お申出などにつきましては､お客さま専用の連絡先となる

｢フコクしんらい生命 お客さまサービス室｣で承ります｡

フコクしんらい生命 お客さまサービス室 2023 SANRIO CO., LTD. APPROVAL NO. L636784©

引受保険会社

個人年金保険（積立型）のお申込みは信用金庫へ

この商品はフコクしんらい生命を引受保険会社とする生命保険であり､預金とは異なります｡

本商品のご検討・お申込みに際しましては、必ずこの商品に関する重要事項をご説明した書類である
『契約締結前交付書面（ご契約の概要･注意喚起情報）』をご確認ください。



2023年1月現在の税制にもとづきますので､今後変更
となる場合があります｡

基本年金原資
一括受取額

①据置期間

3年ごと
積立配当金
による

一括受取額

(お払込保険料の合計額 ： 8,400,000円)

払込満了

増額基本年金･増加年金･3年ごと積立配当金による一括受取額は､いずれも契約者配当金を原資としていますので､契約者配当金の有
無およびその金額の影響を受けます｡したがって､運用実績などによっては､お支払いできないこともあります｡

+

基本年金原資
一括受取額

+

年金受取 10年確定年金

+

基本年金額の合計

+

年金受取に代えて基本年金原資額を一括でお受け取りい
ただくこともできます｡この場合の一括受取金額は､年金
受取総額より少ない金額となります｡

5年または10年の確定年金で受け取れます

戻り率

2つの年金受取方法(支払期間5年または10年の確定年金)
と一括でのお受取りの3種類からお選びいただけます｡
なお､ご契約時に5年間または10年間の据置期間を設定する
ことができます｡

5年または10年の確定年金で受け取れます

戻り率

増加年金

増額基本年金原資

基本年金額の合計

3年ごと
積立配当金
による

一括受取額

+

くわしくは ６ページ ヘ

戻り率

｢しんきんらいふ年金FS｣はフコクしんらい生命保険株式会社を引受保険会社とする
3年ごと利差配当付災害死亡給付金付個人年金保険の愛称です｡

増額
基本年金

一括でも受け取れます

+

据置期間5年 年金支払開始

ご契約

年金受取総額

年金受取に代えて基本年金原資額を一括でお受け取りい
ただくこともできます｡この場合の一括受取金額は､年金
受取総額より少ない金額となります｡

戻り率

くわしくは ６ページ ヘ

増額
基本年金

据置期間なし 年金支払開始

増加年金

年金受取に代えて基本年金原資額を一括でお受け取りい
ただくこともできます｡この場合の一括受取金額は､年金
受取総額より少ない金額となります｡

3年ごと
積立配当金
による

一括受取額

３年ごと積立配当金

基本年金額の合計

解約されると解約返
戻金は､お払込保険
料の合計額を下回る
ことがあります｡
また､死亡給付金な
どがお払込保険料の
合計額を下回ること
があります｡

基
本
年
金
原
資
①

+

基本年金額

5年または10年の確定年金で受け取れます

加入時に定めた年金額または一括受取額をお受け取りいた
だけるので､計画的な資産形成に適しています｡

増額
基本年金

年金受取 10年確定年金

②据置期間
基
本
年
金
原
資
③

老後の生活資金を

計画的に準備できます

基本年金額

+

基本年金原資
一括受取額

一括でも受け取れます

保険料払込期間
(35年間)

戻り率

責任準備金

+

年金受取 10年確定年金

年金受取総額

!

くわしくは 9･10ページ ヘ

職業のみの告知で
お申し込みいただけます｡

一定の条件をみたしていれば､一般生命保険料控除とは別枠
で個人年金保険料控除の対象となり､所得税や住民税が軽減
されます｡

●保険料払込期間 ： 35年
●年金種類 ： 10年確定年金
●口座振替月払保険料 ： 20,000円

③据置期間

払込保険料累計額

基本年金額

戻り率
増加年金

基
本
年
金
原
資
②

年金受取総額

ご契約例

※戻り率は､｢基本年金額の合計｣または｢基本年金原資一括受取額｣を｢お払込保険料の合計額｣で除して計算し､小数点以下第2位を切
り捨てて表示しています｡また､戻り率には増額基本年金､増加年金､3年ごと積立配当金による一括受取額は含みません｡

一括でも受け取れます
据置期間10年 年金支払開始

据置期間
(5年間)

据置期間
(10年間)

受取方法は

3種類から選択できます

万一のときは
死亡給付金が支払われます

税制上の特典があります

配当金の可能性があります

21

責任準備金

保険用語のご説明

死亡給付金 基本年金額据置期間災害死亡給付金 増加年金増額基本年金確定年金

将来の年金などをお支払
いするために、保険契約
者から払い込まれる保険
料の中から積み立てられ
るものをいいます。

被保険者が年金支払開始日前にお亡
くなりになられたときに支払われる
お金のことです。ただし、災害死亡
給付金が支払われる場合には死亡給
付金はお支払いしません。

被保険者が年金支払開始日前に､不慮の事故を直接の原因と
してその日から180日以内にお亡くなりになられたとき､ま
たは所定の感染症を直接の原因としてお亡くなりになられた
ときに支払われるお金のことです｡(所定の感染症については
『ご契約のしおり･約款』をご確認ください｡)

年金支払開始後に積み立てられた配当金
で増額された年金です｡なお､お支払開始
時期は保険料払込期間や据置期間によっ
て異なります｡

年金支払開始日までに
積み立てられた3年ご
と積立配当金で増額さ
れた年金です｡

被保険者が､年金支払期間中の年金支払日に生存され
ているときに年金をお支払いします｡被保険者が､年
金支払開始日以後､年金支払期間中の最後の年金支払
日前にお亡くなりになられたときは､年金支払期間中
の未払年金の現価をお支払いします｡

ご契約時に保険料払
込期間や保険料､年
金支払期間､据置期
間により定められる
年金額のことです｡

保険料払込期間満了
日の翌日から年金支
払開始日の前日まで
の期間をいいます｡

保険料は預金とは異なり､一部は死亡給付金などの
お支払いやご契約の締結･維持に係る諸費用に充て
られます｡このため､解約されると解約返戻金はお払
込保険料の合計額を下回ることがあります｡

一括でお受け取りいただく場合､年金の受取手続時に年
金に代えて一括でのお受取りを選択していただく必要
があります｡(ご契約時には一括でのお受取りは選択で
きません｡)

くわしくは ５ページ ヘくわしくは 3･4ページ ヘ



3

※グレーの網掛け部分は取扱条件外となります｡
※基本年金額は､ご希望の保険料をもとにこの表で計算することができます｡計算上､1円単位の金額が発生する場合には､1円の位を切り上げた
金額が基本年金額となります｡なお､基本年金額の戻り率は､年金受取総額(5年確定年金：基本年金額×5､10年確定年金：基本年金額×10)を
払込保険料累計額で除して計算し､小数点以下第2位を切り捨てて表示しています｡
※基本年金原資一括受取額は､保険料･保険料払込期間･据置期間･年金受取方法により異なります｡そのためこの例表を使った比例計算では端数
処理の関係で正確な金額が計算できない場合があります｡正確な金額については必ず『保険設計書』でご確認ください｡なお､基本年金原資一
括受取額の戻り率は､基本年金原資一括受取額を払込保険料累計額で除して計算し､小数点以下第2位を切り捨てて表示しています｡
※最低保険料は10,000円(保険料の単位1,000円)､最低基本年金額は100,000円(基本年金額の単位10円)となります｡
※被保険者の年齢により異なりますが､保険料払込期間は最長50年までお取り扱いしています｡(ただし年金支払開始年齢は90歳までとなりま
す｡) 上記に掲載されていない保険料払込期間の基本年金額･基本年金原資一括受取額につきましては､『保険設計書』でご確認ください｡
※記載されている基本年金額･基本年金原資一括受取額は2023年4月2日現在の保険料率を適用しています｡

4

老後の生活資金を計画的に準備できます

保険料
払込
期間

払込保険料
累計額
(円)

(円) (円) ※カッコ書(●●●.●％)は､戻り率
口座振替月払保険料10,000円につき

①据置期間なし ②据置期間5年 ③据置期間10年
5年確定年金 10年確定年金 5年確定年金 10年確定年金 5年確定年金 10年確定年金

15年 1,800,000
361,140
(100.3%)

1,803,894
(100.2%)

180,960
(100.5%)

1,803,809
(100.2%)

20年 2,400,000
481,700
(100.3%)

2,406,092
(100.2%)

241,310
(100.5%)

2,405,378
(100.2%)

25年 3,000,000
601,320
(100.2%)

3,003,593
(100.1%)

301,390
(100.4%)

3,004,256
(100.1%)

604,960
(100.8%)

3,021,775
(100.7%)

303,210
(101.0%)

3,022,397
(100.7%)

30年 3,600,000
725,160
(100.7%)

3,622,174
(100.6%)

363,500
(100.9%)

3,623,368
(100.6%)

729,930
(101.3%)

3,646,000
(101.2%)

365,760
(101.6%)

3,645,896
(101.2%)

31年 3,720,000
750,190
(100.8%)

3,747,199
(100.7%)

375,940
(101.0%)

3,747,370
(100.7%)

754,720
(101.4%)

3,769,826
(101.3%)

378,360
(101.7%)

3,771,492
(101.3%)

32年 3,840,000
770,420
(100.3%)

3,848,248
(100.2%)

386,100
(100.5%)

3,848,645
(100.2%)

775,800
(101.0%)

3,875,121
(100.9%)

388,500
(101.1%)

3,872,568
(100.8%)

780,640
(101.6%)

3,899,297
(101.5%)

390,930
(101.8%)

3,896,790
(101.4%)

33年 3,960,000
795,540
(100.4%)

3,973,722
(100.3%)

398,570
(100.6%)

3,972,946
(100.3%)

800,640
(101.0%)

3,999,197
(100.9%)

401,120
(101.2%)

3,998,364
(100.9%)

805,150
(101.6%)

4,021,724
(101.5%)

403,550
(101.9%)

4,022,586
(101.5%)

34年 4,080,000
820,340
(100.5%)

4,097,598
(100.4%)

411,020
(100.7%)

4,097,047
(100.4%)

825,080
(101.1%)

4,121,275
(101.0%)

413,740
(101.4%)

4,124,160
(101.0%)

830,560
(101.7%)

4,148,647
(101.6%)

416,320
(102.0%)

4,149,878
(101.7%)

35年 4,200,000
845,310
(100.6%)

4,222,323
(100.5%)

423,730
(100.8%)

4,223,741
(100.5%)

851,060
(101.3%)

4,251,045
(101.2%)

426,260
(101.4%)

4,248,960
(101.1%)

856,160
(101.9%)

4,276,519
(101.8%)

429,000
(102.1%)

4,276,272
(101.8%)

36年 4,320,000
870,320
(100.7%)

4,347,248
(100.6%)

436,300
(100.9%)

4,349,038
(100.6%)

875,660
(101.3%)

4,373,922
(101.2%)

438,980
(101.6%)

4,375,753
(101.2%)

881,060
(101.9%)

4,400,895
(101.8%)

441,500
(102.1%)

4,400,872
(101.8%)

37年 4,440,000
895,260
(100.8%)

4,471,824
(100.7%)

448,830
(101.0%)

4,473,937
(100.7%)

900,900
(101.4%)

4,499,996
(101.3%)

451,670
(101.7%)

4,502,247
(101.4%)

906,620
(102.0%)

4,528,567
(101.9%)

454,550
(102.3%)

4,530,954
(102.0%)

38年 4,560,000
920,810
(100.9%)

4,599,446
(100.8%)

461,470
(101.1%)

4,599,933
(100.8%)

925,930
(101.5%)

4,625,020
(101.4%)

464,250
(101.8%)

4,627,644
(101.4%)

931,970
(102.1%)

4,655,190
(102.0%)

467,290
(102.4%)

4,657,947
(102.1%)

39年 4,680,000
946,070
(101.0%)

4,725,620
(100.9%)

473,930
(101.2%)

4,724,134
(100.9%)

951,470
(101.6%)

4,752,593
(101.5%)

477,100
(101.9%)

4,755,733
(101.6%)

957,850
(102.3%)

4,784,461
(102.2%)

480,080
(102.5%)

4,785,437
(102.2%)

40年 4,800,000
971,820
(101.2%)

4,854,241
(101.1%)

486,620
(101.3%)

4,850,628
(101.0%)

977,520
(101.8%)

4,882,712
(101.7%)

489,720
(102.0%)

4,881,529
(101.6%)

983,280
(102.4%)

4,911,484
(102.3%)

492,850
(102.6%)

4,912,729
(102.3%)

45年 5,400,000
1,098,900

(101.7%)
5,489,006

(101.6%)

550,660
(101.9%)

5,488,979
(101.6%)

1,104,970
(102.3%)

5,519,325
(102.2%)

553,710
(102.5%)

5,519,381
(102.2%)

1,112,350
(102.9%)

5,556,188
(102.8%)

557,100
(103.1%)

5,553,173
(102.8%)

50年 6,000,000
1,226,990

(102.2%)
6,128,815

(102.1%)

615,010
(102.5%)

6,130,420
(102.1%)

1,234,570
(102.8%)

6,166,677
(102.7%)

618,810
(103.1%)

6,168,298
(102.8%)

1,242,240
(103.5%)

6,204,989
(103.4%)

622,280
(103.7%)

6,202,887
(103.3%)

基本年金額･基本年金原資一括受取額例表 (年齢･性別に関係なく一律)

保険料
払込
年数

払込保険料
累計額
(円)

解約返戻金
(円)

死亡給付金
(円)

1年 120,000 63,898 115,721

3年 360,000 307,670 347,967

5年 600,000 552,629 581,400

7年 840,000 798,646 815,934

10年 1,200,000 1,169,919 1,169,919

11年 1,320,000 1,288,521 1,288,521

13年 1,560,000 1,526,530 1,526,530

15年 1,800,000 1,765,683 1,765,683

17年 2,040,000 2,006,065 2,006,065

20年 2,400,000 2,368,778 2,368,778

21年 2,520,000 2,490,304 2,490,304

22年 2,640,000 2,612,084 2,612,084

23年 2,760,000 2,734,203 2,734,203

24年 2,880,000 2,856,576 2,856,576

25年 3,000,000 2,979,288 2,979,288

26年 3,120,000 3,102,297 3,102,297

27年 3,240,000 3,225,602 3,225,602

28年 3,360,000 3,349,162 3,349,162

29年 3,480,000 3,473,103 3,473,103

30年 3,600,000 3,597,298 3,597,298

31年 3,720,000 3,721,790 3,721,790

32年 3,840,000 3,846,621 3,846,621

33年 3,960,000 3,971,706 3,971,706

34年 4,080,000 4,097,130 4,097,130

35年 4,200,000
基本年金
原資一括
受取額

4,223,741

解約返戻金･死亡給付金･基本年金原資一括受取額は､保険料･
保険料払込期間･据置期間･年金受取方法により異なります｡
具体的な金額については､『保険設計書』でご確認ください｡

■ 保険料払込期間 ： 35年 年金種類 ： 10年確定年金 口座振替月払保険料 ： 10,000円の場合

解約返戻金額･死亡給付金額例表 (年齢･性別に関係なく一律)

①据置期間なし

※記載されている解約返戻金額･死亡給付金額は2023年4月2日現在の保険料率を適用しています｡

年金支払開始日の前日までに解約された場合､解約返戻金をお支払いします｡

③据置期間10年②据置期間5年

解約されると解約返戻金は､お払込保険料の合計額を下回ることがあります｡
また､死亡給付金などがお払込保険料の合計額を下回ることがあります｡

保険料
払込
年数

払込保険料
累計額
(円)

解約返戻金
(円)

死亡給付金
(円)

1年 120,000 63,896 115,730

3年 360,000 307,717 347,999

5年 600,000 552,689 581,461

7年 840,000 798,769 816,032

10年 1,200,000 1,170,041 1,170,041

11年 1,320,000 1,288,627 1,288,627

13年 1,560,000 1,526,650 1,526,650

15年 1,800,000 1,765,867 1,765,867

17年 2,040,000 2,006,235 2,006,235

20年 2,400,000 2,369,025 2,369,025

21年 2,520,000 2,490,509 2,490,509

22年 2,640,000 2,612,334 2,612,334

23年 2,760,000 2,734,458 2,734,458

24年 2,880,000 2,856,837 2,856,837

25年 3,000,000 2,979,557 2,979,557

26年 3,120,000 3,102,576 3,102,576

27年 3,240,000 3,225,893 3,225,893

28年 3,360,000 3,349,508 3,349,508

29年 3,480,000 3,473,422 3,473,422

30年 3,600,000 3,597,634 3,597,634

31年 3,720,000 3,722,145 3,722,145

32年 3,840,000 3,846,954 3,846,954

33年 3,960,000 3,972,104 3,972,104

34年 4,080,000 4,097,510 4,097,510

35年 4,200,000 4,223,256 4,223,256

据置
年数

払込保険料
累計額
(円)

解約返戻金
(円)

死亡給付金
(円)

1年 4,200,000 4,228,542 4,228,542

2年 4,200,000 4,233,785 4,233,785

3年 4,200,000 4,239,070 4,239,070

4年 4,200,000 4,244,356 4,244,356

基本年金原資一括受取額 4,248,960

保険料
払込
年数

払込保険料
累計額
(円)

解約返戻金
(円)

死亡給付金
(円)

1年 120,000 63,921 115,744

3年 360,000 307,765 348,048

5年 600,000 552,724 581,510

7年 840,000 798,798 816,087

10年 1,200,000 1,170,140 1,170,140

11年 1,320,000 1,288,759 1,288,759

13年 1,560,000 1,526,811 1,526,811

15年 1,800,000 1,766,021 1,766,021

17年 2,040,000 2,006,433 2,006,433

20年 2,400,000 2,369,238 2,369,238

21年 2,520,000 2,490,731 2,490,731

22年 2,640,000 2,612,567 2,612,567

23年 2,760,000 2,734,703 2,734,703

24年 2,880,000 2,857,097 2,857,097

25年 3,000,000 2,979,834 2,979,834

26年 3,120,000 3,102,871 3,102,871

27年 3,240,000 3,226,166 3,226,166

28年 3,360,000 3,349,804 3,349,804

29年 3,480,000 3,473,699 3,473,699

30年 3,600,000 3,597,937 3,597,937

31年 3,720,000 3,722,476 3,722,476

32年 3,840,000 3,847,315 3,847,315

33年 3,960,000 3,972,454 3,972,454

34年 4,080,000 4,097,894 4,097,894

35年 4,200,000 4,223,634 4,223,634

据置
年数

払込保険料
累計額
(円)

解約返戻金
(円)

死亡給付金
(円)

1年 4,200,000 4,228,910 4,228,910

2年 4,200,000 4,234,187 4,234,187

3年 4,200,000 4,239,464 4,239,464

4年 4,200,000 4,244,741 4,244,741

5年 4,200,000 4,250,017 4,250,017

6年 4,200,000 4,255,294 4,255,294

7年 4,200,000 4,260,614 4,260,614

8年 4,200,000 4,265,890 4,265,890

9年 4,200,000 4,271,210 4,271,210

基本年金原資一括受取額 4,276,272



｢据置期間5年または10年｣を設定した場合､据置期間の解除はできません｡
｢据置期間10年｣を設定した場合､年金支払開始日の繰り下げはできません｡

増額基本年金

年金支払期間 10年

受取方法をお選びいただけます

2023年6月15日

受取方法

増加年金

毎年の年金は､年1回お支払いします｡なお､基本年金額が60万円以上かつ1回あたりのお受取額が10万円以上の場
合､毎年の年金を年2･4･6･12回に分割してお支払いすることもできます｡

ご契約時に5年間または10年間の据置期間を設定することができます｡
据置期間を設定することで､年金受取総額(基本年金額の合計)または基本年金原資一括受取額が増加します｡

保険料払込期間35年

年金に代えて基本年金原資額を
一括でお受け取りいただくこと
もできます｡(一括でお受け取り
いただいた場合､その時点でご契
約は消滅いたします｡)

2059年7月1日

第２回支払日責任開始の日

● 5年確定年金【イメージ】

2058年7月1日＊
第３回支払日

年金支払期間 5年

年金でお受け取りいただく場合､支払期間5年または10年の確定年金からお選びいただけます｡また､年金でのお受取りに代
えて､一括でのお受取りもできます｡

増加年金

2061年7月1日

3年ごと
積立配当金による
一括受取額

＊実際の年金のお支払いは前月保険料の入金確認後となります｡
なお､上記記載の年金支払日が土､日､祝日などの金融機関休業日の場合は翌営業日が支払日となります｡

● 一括でのお受取り【イメージ】

支払開始日

2062年7月1日

増額基本年金･増加年金･3年ごと積立配当
金による一括受取額は､いずれも契約者配
当金を原資としていますので､契約者配当
金の有無およびその金額の影響を受けま
す｡したがって､運用実績などによっては､
お支払いできないこともあります｡

契約日が7月1日 保険料払込期間35年 据置期間なし 年金支払期間5年のご契約の例(イメージ)

第５回支払日

第４回支払日

● 10年確定年金【イメージ】

契約日

2060年7月1日

増額基本年金

2023年7月1日

｢責任開始の日｣､｢契約日｣については､7ページの｢保障の開始(責任開始期)･保険料の振替日などについて｣をご確認ください｡
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受取方法（年金の種類・年金支払期間）

据置期間

年金支払日

一括でお受け取りいただく場合､年金の受取手続時に年金に代えて､一括でのお受取りを選択していただく
必要があります｡(ご契約時には一括でのお受取りは選択できません｡)

契約者配当金は､責任準備金などの運用益がフコクしんらい生命の予定した運用益を超えた場合にご契約後3年ごとにお支払い
します｡契約者配当金については､今後のお支払いをお約束するものではなく､運用実績などによって変動(増減)し､お支払いで
きないこともあります｡年金支払開始日前の契約者配当金は､フコクしんらい生命所定の利率(この利率は経済情勢により変更す
ることがあります)で積み立てておき(3年ごと積立配当金)､年金支払開始日に基本年金額の増額のための一時払保険料に充当し
ます｡3年ごと積立配当金は､個人年金保険料税制適格特約を付加している場合を除き､年金支払開始日前であれば､ご請求により
いつでも引き出すことができます｡

※被保険者の契約年齢は､契約日における満年齢で計算します｡

年金支払開始日前に被保険者がお亡くなりになられたときは死亡給付金受取人に死亡給付金または災害死亡給付金をお支払いします｡

免責事由に該当した場合など､死亡給付金･災害死亡給付金がお支払いできないことがあります｡(くわしくは『ご
契約のしおり･約款』をご確認ください｡)

万一のときは死亡給付金が支払われます

※死亡給付金などがお払込保険料の合計額を下回ることがあります｡
※年金支払期間中に被保険者がお亡くなりになられたときには､年金受取人(年金受取人が被保険者の場合には被保険者の法定相続人)に未払年
金の現価を一括でお支払いします｡
※未払年金の現価とは､まだお支払いしていない将来の年金をお支払いするのに必要な現在の積立金をいいます｡(将来の年金額を所定の利率で
割り引いて計算します｡)

死亡給付金･災害死亡給付金

お支払いする場合 お支払いする金額

死亡給付金 被保険者がお亡くなりになられたとき
(ただし､災害死亡給付金が支払われる場合を除きます) 責任準備金

災害死亡給付金
被保険者が不慮の事故(その事故の日から180日以内の死亡に限ります)や

所定の感染症でお亡くなりになられたとき
(所定の感染症については『ご契約のしおり･約款』を確認ください)

死亡給付金の1.1倍の金額

配当金お支払いの可能性があります

契約者配当金

お取扱内容について

契約年齢範囲
(被保険者)

0～65歳※
保険料払込期間と据置期間により異なります

保険料払込期間 15～50年(1年単位)
契約年齢と据置期間により異なります

年金支払開始年齢 25～90歳
保険料払込期間と据置期間により異なります

年金支払期間 5年･10年確定年金

据置期間 なし･5年･10年から選択
契約年齢と保険料払込期間により異なります

保険料払込方法 口座振替月払

最低保険料 10,000円

最高保険料 最高基本年金額以内

最低基本年金額 10万円

最高基本年金額 3,000万円
(フコクしんらい生命の他の個人年金保険と通算して)

保険料の単位 1,000円

基本年金額の単位 10円
(1円の位を切り上げ)



失 効

!

解 約

● 保険料振替貸付とは？

(1月分保険料)

(2･3月分保険料)

ご契約の復活について

(1･2月分保険料)

継 続
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(3月分保険料)

保険料の振替えができず猶予期間が過ぎた場合※､所定の解約返戻金があればその範囲内で､フコクしんらい生命が自動的に
保険料をお立替えし､保険契約を有効に継続させることをいいます｡
※この場合の保険料の払込猶予期間は､月払のとき､払込期月の翌月初日から末日までです｡

｢希望しない｣を選択している契約

2ヵ月分
振替え
できた場合

振替貸付の元利金を全額返済されていれ
ば､加入時に定めた年金額または一括受取
額等をお受け取りいただけます｡

ご確認ください

失効日から３年以内であれば､｢復活申込書｣をご提出
いただき､復活を申し込むことができます｡
その結果､フコクしんらい生命が復活を承諾したとき
は､お払込みを中止された時から復活するまでの延滞
保険料を一時に払い込んでいただきます｡
※解約返戻金をご請求された後は復活のお取扱いをいたし
ません｡

｢希望する｣を選択している契約

復 活

毎月27日
振替のご案内

例：3月27日

翌月27日に
2ヵ月分の
振替のご案内

例：3月27日 例：2月27日

1ヵ月分のみ
振替え
できた場合

振替えできなかった
月の翌月に
2ヵ月分の
振替のご案内

例：1月27日

振替えできなかった場合

振替貸付を行うのに十分な
解約返戻金がなかった場合

保険料振替貸付が適用されたときは以下のような
お取扱いとなります｡お早めにご返済ください｡

※ご注意ください
猶予期間満了の翌日(この例では3月1日)に失効します｡

･お立替えした保険料にはフコクしんらい生命の定める利
率※の利息がかかります｡
※この利率は経済情勢等により変更することがあります。
･振替貸付を適用する場合には､口座振替扱契約でも普通保
険料率※の保険料を基準としてお立替えします｡
※口座振替扱にともなう､所定の割引率を適用しない保険料率です｡
･振替貸付の元利金はいつでも返済できますが､死亡給付金
等や解約返戻金が支払われるときに振替貸付残高がある
場合は相殺され､支払われる金額は減少します｡
･ご返済がないと､振替貸付元利金が増加して解約返戻金額
を超過し､ご契約が失効することがあります｡

2ヵ月分とも振替えできなかった場合

翌月27日に
1ヵ月分の
振替のご案内

保険料振替貸付 適用

● 保険料振替貸付の流れ

口座振替月払の場合
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契約時における保険料振替貸付の選択

ご契約時に申込書上で､保険料振替貸付を｢希望する｣｢希望しない｣を選択していただきます｡
※年金支払開始日前であればいつでも変更することが可能です｡

お申し込みいただいたご契約のお引受けをフコクしんらい生命が承諾した場合には､ ｢フコクしんらい生命(募集代

理店を含みます)がお申込みを受けた時(申込書を受領した時)｣ または ｢被保険者に関する告知の時｣ のいずれか

遅い時から保険契約上の保障が開始されます｡

保障の開始(責任開始期)･保険料の振替日などについて

※責任開始期に関する特約を付加する場合のお取扱いの記載となります｡

責任開始の日
(責任開始期の属する日)

｢お申込みを受けた日（申込書受領日）｣ または ｢被保険者に関する告知日｣ の
いずれか遅い日

契約日
< 年齢計算基準日 >

責任開始の日の翌月１日

第１回保険料の振替日＊１
●責任開始の日が１日から25日＊２の場合 ： 責任開始の日の翌月27日
●責任開始の日が上記以外の日の場合 ： 責任開始の日の翌々月27日＊３

２回目以降の保険料の振替日＊１ 毎月27日

【 日程のご説明 】

【 日程の例 】

*１ 振替日は､金融機関の休業日のときは､翌営業日となります｡
*２ 25日がフコクしんらい生命の休業日のときは､前営業日となります｡
*３ 第２回保険料とあわせて２ヵ月分の保険料の口座振替を行います｡

5月1日 5月27日 6月27日

4月 5月 6月

5月1日 6月27日

4月 5月 6月

4月○日

4月○日

責任開始の日が
4月1日～25日のとき

責任開始の日が
4月26日～末日のとき

責任開始の日
契約日

<年齢計算基準日>
第１回保険料 振替日
(５月1日～末日分)

第２回保険料 振替日
(6月1日～末日分)

責任開始の日
契約日

<年齢計算基準日>
第１回･第２回保険料 振替日

(5月1日～末日分･6月1日～末日分)



■ 個人年金保険料税制適格特約を付加する要件

■ 年金で受け取る場合

くわしくは､『契約締結前交付書面(ご契約の概要･注意喚起情報)』『ご契約のしおり･約款』をご確認ください｡

AA

毎年の
年金受取時

毎年の
年金受取時

課税時期

年金受取人が､保険契約者または保険契約者の配偶者であること

年金受取人が､被保険者であること

保険料のお払込期間が､10年以上であること

年金の種類が確定年金の場合､年金支払開始日の被保険者の年齢が60
歳以上であり､かつ､年金支払期間が10年以上であること B(Aの配偶者)

保険契約者と年金受取人が
同じ場合

●ご契約に指定代理請求特約を付加することにより､被保険者が受取人となる年金について､被保険者ご自身が請求でき
ない｢特別な事情｣があるときに､指定代理請求人が年金の代理請求をすることができます｡
●保険契約者は被保険者の同意を得て､指定代理請求人をつぎの範囲内であらかじめ１人指定できます｡

課税時期

20,001円から40,000円まで

雑所得の金額の計算は右記のと
おりです｡他の所得(給与所得､一
時所得など)と合算して総合課税
となります｡

20,000円以下 12,000円以下

年金受取人

保険契約者と年金受取人が
異なる場合

■ 年金に代えて一括で受け取る場合

年金支払開始時

保険契約者と年金受取人が
同じ場合

控除額

所得税(一時所得※2)
＋住民税

住民税：個人年金保険料控除額､一般生命保険料控除額

保険契約者と被保険者が同一で､かつ死亡給付金受取人が相続人であるご契約に限り､相続税の非課税枠の適用が可能です｡
他の保険商品すべての死亡保険金などと合算して､下記の金額までは相続税が非課税となります｡

年間払込保険料×1/2＋6,000円

被保険者

課税関係

年間払込保険料×1/4＋20,000円
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個人年金保険料税制適格特約の付加をご希望の場合は､お申込内容が以下の要件をすべてみたしているかを必ずご確認ください｡

一時所得の課税対象額の計算は以下のとおりです｡他の所得(給与所得､雑所得など)と合算して総合課税となります｡

お払い込みいただいた保険料は､生命保険料控除(一般生命保険料控除)の対象となり､その年(1月から12月まで)のお払込保険料の金額に応じ
て(他の生命保険料控除の対象となる保険料を合算します)､一定額をその年の所得から控除することができます｡また､｢個人年金保険料税制適
格特約｣を付加すると一般生命保険料控除とは別枠で個人年金保険料控除を受けることができます｡

年間払込保険料

80,001円以上

受取時

をみたす契約形態

解約返戻金額と払込保険料合計額との差額(差益)が課税の対象となります｡差額(差益)は､一時所得※2として所得税･住民税が課
税されます｡

※小数点第3位以下を切り上げて第2位まで算出｡また雑所得の金額が25万円以上となる場合には､その金額の10.21％が源泉徴収されます｡
なお､この源泉徴収された金額は確定申告で精算されます｡

死亡給付金などは､契約形態によって課税関係が異なります｡

贈与税

A

年間払込保険料×1/4＋14,000円32,001円から56,000円まで

契約形態

A

控除額

● 年金を受け取られている期間

全額

● 被保険者がお亡くなりになられたとき

■ 生命保険料控除額

くわしくは､『ご契約のしおり･約款』をご確認ください｡

所得税(雑所得※4)
＋住民税

● ご契約を解約されたとき

56,001円以上 一律28,000円

10

贈与税

課税関係

記載の税制上のお取扱いは､2023年1月現在の税制による一般的なものであり､今後変更となる可能性もあります｡
実際のお取扱いにつきましては､所轄の国税局･税務署または税理士などの専門家にご確認ください｡

全額

● 保険料を払い込まれている期間

保険契約者と年金受取人が
異なる場合

●被保険者の戸籍上の配偶者､直系血族､3親等内の血族

●被保険者と同居し､または､被保険者と生計を一にしている被保険者の3親等内の親族 など

3年ごと積立配当金の引出しをすることができず､3年ごと積立配当金は増額基本年金原資に充当されます
基本年金額の減額などの契約内容変更などにともなう返戻金の引出しはできず､返戻金は増額基本年金原資に充当されます
年金受取人の変更はできません
個人年金保険料税制適格特約のみの解約はできません
個人年金保険料税制適格特約を付加する要件をみたしている場合でも､申込書の所定の欄に個人年金保険料税制適格特約を付加する旨の
記載がない場合は､個人年金保険料控除を受けることはできません
その他､個人年金保険料税制適格特約の付加要件をみたさなくなるような変更はできません

B(Aの配偶者)

所得税：個人年金保険料控除額､一般生命保険料控除額

■ 個人年金保険料税制適格特約付加に係る主なご留意事項

■ 契約形態と課税関係

所得税(雑所得※3)
＋住民税

各年の年金収入金額を所得税の課税部分と非課税部分に振り分け､課税部分にのみ所得税が課税されます｡

(注) 個人年金保険料控除を受けた場合､同じご契約で一般生命保険料控除を受けることはできません｡

40,001円から80,000円まで

年間払込保険料

12,001円から32,000円まで

一律40,000円

●保険契約者は､被保険者の同意を得て､上記の範囲内で指定代理請求人を変更することができます｡また､指定代理請求
人の指定が不要になった場合には､その指定を取り消すことができます｡

年間払込保険料×1/2＋10,000円

契約形態

● お払込保険料

保険契約者

税制上の特典があります

(ご参考)税制上のお取扱いについて

保険契約者 被保険者 死亡給付金受取人 課税関係

A A 相続人 相続税※1

A A 相続人以外 相続税

A B A 所得税(一時所得※2)＋住民税

A B C 贈与税

死亡給付金などの相続税非課税枠について※1

※3

※4

一時所得について

雑所得について

雑所得について

＝ ×死亡給付金などの非課税枠 500万円 法定相続人数

※2

1／2

必要経費割合※
(払込保険料総額 ÷ 年金受取総額またはその見込額)

＝

×＝

－雑所得の金額 年金額 必要経費

必要経費 年金額

指定代理請求特約について

3

6

2

4

5

1

｝×－)－解約返戻金額または死亡給付金などの金額または年金の一括受取額 払込保険料合計額 特別控除額50万円 1/2

4

1

2

3

1 2

｛(

クーリング･オフ制度について

くわしくは､『契約締結前交付書面(ご契約の概要･注意喚起情報)』『ご契約のしおり･約款』をご確認ください｡

●８日以内であれば、ご契約のお申込みを撤回することができます。（クーリング・オフ制度）
申込者または保険契約者(以下｢申込者等｣といいます｡)は､ご契約の申込日から＊､その日を含めて8日以内であれば､書面または電磁的記録に

よりご契約のお申込みの撤回またはご契約の解除(以下｢お申込みの撤回等｣といいます｡)をすることができます｡

お申込みの撤回等があった場合は､フコクしんらい生命は､申込者等にお払い込みいただいた金額を全額返還します｡

＊責任開始期に関する特約を付加する場合
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リスクへの「備え」の基本は公的保障です。

そして、公的保障で不足する部分に備え、補完するのが生命保険の役割です。

老後資金不足のとき

病気休業中に被保険者とその家族の生活を保障するために設けられた制度で、病気やケガのために会社を休み、
事業主から報酬が受けられない場合に支給される制度です。休業が3日以上継続すると4日目から支給の対象と
なり、1日について標準報酬日額相当※1の3分の2の手当てが通算で1年6ヵ月支給されます。

障害等級1級・2級と認定された被保険者に対して支給されます。受給権がある方によって生計を維持されてい
る子※2がいる場合、子の加算が支給されます。障害基礎年金の支給を受けるためには、初診日の属する月の
前々月までの被保険者期間のうち、3分の2以上保険料を納めていることが必要です。
＊ 障害認定日とは初診日から起算して1年6ヵ月を経過した日、またはそれ以前で症状が固定した日のいずれかです。
＊ 障害等級は、身体障害者手帳などの等級とは基準が異なります。

厚生年金保険の被保険者期間中に初診日がある傷病で、障害認定日に障害等級1級から3級までの障がいの状態
にあるときに支給されます（ただし、保険料納付要件を満たす必要があります）。なお、障害等級1級から3級
に該当せず、一定の障がい状態にある場合、障害手当金が支給される場合もあります。 障害厚生年金・障害手
当金の支給額は、平均標準報酬月額、平均標準報酬額、被保険者期間により異なります。
＊ 障害厚生年金の障害等級の1級・2級は、障害基礎年金と共通、3級は厚生年金保険独自で定められています。

亡くなった方に生計を維持されていた「子のある配偶者（妻または夫）」または「子」※1に支給されます。

遺族厚生年金を受けられる遺族は、亡くなった方に生計を維持されていた①配偶者・子、②父母、③孫、④祖父
母ですが、妻以外の遺族は、年齢要件があります。また、①の方に遺族厚生年金の受給権がある場合、②以下の
遺族に遺族厚生年金は支給されません。 年金額は、亡くなった方の厚生年金保険の加入履歴をもとに計算した
報酬比例の年金額の4分の3相当額です。遺族が「子のある配偶者」または「子」の場合は、遺族厚生年金と遺
族基礎年金が支給され、子のいない30歳未満の妻に支給される遺族厚生年金は5年間の有期年金です。

就業不能のとき

死亡のとき

※1 「子」とは、18歳到達年度末日までの間にあるか、20歳未満で障害等級1級・2級に該当する障がいの状態にある未婚の子です。

※ 本資料は公的保障制度の概略を説明しています。詳細につきましては所轄の官公署、専門家等にご確認ください。

監修 ● 社会保険労務士 長野 加寿美

国民年金保険料納付済期間（免除期間などを含む）が原則10年以上ある方に65歳から支給されます。
国民年金に40年加入し、全期間が保険料納付済期間である場合、65歳から満額が支給されます。ただ
し、保険料納付済期間が40年未満の場合は減額されます。

老齢基礎年金に上乗せして、原則65歳から支給されます。
年金額は、平均標準報酬月額※1、平均標準報酬額※2、加入期間にもとづいて計算されます。

厚生年金加入期間が１年以上あり、老齢基礎年金の受給資格期間を満たしている方で、女性であれば
生年月日が昭和41年4月1日までの方、男性（女性でも公務員などの期間がある方）であれば、生年月
日が昭和36年4月1日までの方が対象となります。特別支給の老齢厚生年金の金額は、平均標準報酬月
額※1、平均標準報酬額※2、加入期間にもとづいて計算された年金額が、生年月日により開始年齢が決
まっている年齢から65歳になるまでの間、支給されます。

傷病手当金

障害基礎年金

障害厚生年金

一定の要件を満たした妻が受け取る遺族厚生年金には、65歳になるまでの間、中高齢寡婦加算額が加算されま
す。

亡くなった夫が一定の要件を満たし、その夫と10年以上継続して婚姻関係にあり、死亡当時のその夫に生計を
維持されていた妻に対して、その妻が60歳から65歳になるまでの間、寡婦年金が支給されます。

寡婦年金

※1

※2

直近の継続した12ヵ月間の標準報酬月額の平均額の30分の1です。公務員などの場合、基準額の算定方法が異なるケースもありま
す。
「子」とは、18歳到達年度末日までの間にあるか、20歳未満で障害等級1級・2級に該当する障がいの状態にある未婚の子です。

遺族厚生年金

遺族基礎年金

中高齢寡婦加算

老齢基礎年金

老齢厚生年金

特別支給の老齢厚生年金

平均標準報酬月額は、2003年3月以前の厚生年金保険の被保険者期間のすべての標準報酬月額を再評価率で修正した後の平均額で
す。
平均標準報酬額は、2003年4月以後の厚生年金保険の被保険者期間のすべての標準報酬月額と標準賞与額を再評価率で修正した後
の合算した平均額です。

※1

※2
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● 要介護（要支援）認定の目安

40歳未満要介護のとき

公的介護保険は、所定の要介護（要支援）状態になった場合に、支給限度額内であれば、介護サービス
を1割（一定以上の所得のある65歳以上の人は2割または3割）の自己負担で利用できる制度です。
満40歳以上の方が加入し、第1号被保険者（65歳以上）と第2号被保険者（40歳～64歳）に区分され
ます。
第2号被保険者は、加齢にともなって生ずる特定の疾病による要介護（要支援）状態のみが保障の対象と
なります。

要介護度 身体の状態例

日常生活の動作の一部（入浴・掃除など）に何らかの介助を必要とする

要介護1相当ではあるが、生活機能の維持改善の可能性が高い

日常生活の動作の一部や移動の動作などに何らかの介助を必要とする
もの忘れおよび理解の一部低下がみられることがある

日常生活の動作、食事、排せつなどに何らかの介助や支えを必要とする
もの忘れおよび直前の動作の理解に一部低下がみられる

日常生活の動作、食事、排せつなどに介助や支えを必要とする
もの忘れおよび問題行動、理解の低下がみられる

食事、排せつを含む日常生活全般がひとりではほとんどできない
多くの問題行動や理解の低下がみられる

食事、排せつを含む日常生活全般がひとりではできない
多くの問題行動や全般的な理解の低下がみられる

● 公的介護保険の受給対象

特定の疾病を原因とするもの※1
左記以外を原因とするもの

（交通事故など）

原因を問わず

障害福祉サービス 障がい者の日常生活の支援や日常生活の向上、就労支援などを目的とするサービス利用費の補助です。
日常生活を支援する「介護給付」や日常生活の向上や就労支援などの「訓練等給付」があります。

自立支援医療 障害を軽減・除去し、日常生活能力や職業能力の回復向上のため、指定自立支援医療機関で行われる治
療に対する医療費の補助です。

補装具 障がい者が日常生活を送るうえでの必要な移動などの確保のため、身体機能を補完・代替する用具であ
る義肢・装具・車いすなどの購入費の補助です。

＊ 自己負担は原則1割です（所得に応じた自己負担上限あり）。

病気・ケガのとき

公的医療保険の対象となる診療は「保険診療」で、「先進医療」や「自由診療」は公的医療保険の対象
外となります。

1ヵ月当たりの自己負担額が限度額を上回った場合、高額療養
費制度により超過分が支給されます。

● 医療費の自己負担割合 ● 自己負担限度額（70歳未満）

● 自立支援給付の種類

身体障がいのとき

所得区分 自己負担限度額

標
準
報
酬
月
額

83万円以上
252,600円＋（医療費－842,000円）×1%
＜4回目以降：140,100円＞

53万円以上
83万円未満

167,400円＋（医療費－558,000円）×1％
＜4回目以降：93,000円＞

28万円以上
53万円未満

80,100円＋（医療費－267,000円）×1%
＜4回目以降：44,400円＞

28万円未満
57,600円
＜4回目以降：44,400円＞

住民税非課税
35,400円
＜4回目以降：24,600円＞

＊各自治体の補助などにより、実際の負担が軽減されている場合があります。

現役並み所得の場合は3割となります。
一定以上の所得のある人は2割、現役並
み所得の場合は3割となります。

※1
※2

障害部位 認定される等級

呼吸器機能障害 1・3・4級

膀胱または直腸の機能障害 1・3・4級

小腸機能障害 1・3・4級

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫
機能障害

1～4級

肝臓機能障害 1～4級

障害部位 認定される等級

視覚障害 1～6級

聴覚または平衡機能の障害 2～6級

音声・言語・そしゃく機能の障害 3・4級

肢体不自由 1～7級

心臓機能障害 1・3・4級

腎臓機能障害 1・3・4級

小学校入学前 2割

小学生以上70歳未満 3割

70歳から74歳 2割

75歳以上 1割

※1

※2

●がん（末期）●関節リウマチ●筋萎縮性側索硬化症●後縦靱帯骨化症●骨折を伴う骨粗鬆症
●初老期における認知症●進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症およびパーキンソン病●脊髄小脳変性症
●脊柱管狭窄症●早老症●多系統萎縮症●糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症および糖尿病性網膜症●脳血管疾患
●閉塞性動脈硬化症●慢性閉塞性肺疾患●両側の膝関節または股関節に著しい変形を伴う変形性関節症

※1

6級以上の障がいに認定されると「身体障害者手帳」が交付されます。

市町村に申請し「障害支援区分（区分1～6）」等の認定を受け、利用します。

公的医療保険負担 1割～3割
自己負担

保険診療

医
療
費


